様式第１
番　　　号
平成　年　月　日
全国商店街振興組合連合会

　　　理事長　　　　　　　　　　　　　殿
団体名
代表者名　　　　　　　　　　　　　　印　
平成　　年度商店街実践活動事業補助金交付申請書
　本会は、商店街実践活動事業補助金交付規程第５条の規定に基づき、下記のとおり、補助金の交付を受けたく関係書類を添えて申請します。

記

　　　１．事業計画書　　　　様式第１－１

　　　２．経費明細書　　　　様式第１－２

　　　

（申請内容により、　「３．旅費支給明細　　　様式第１－３」を追記して下さい。）　　
様式第１－１　
事 業 計 画 書
	① 事業名
	

	② 事業テーマ
	

	③実施しようとする補助対象事業の事業区分

	ⅰ．社会的課題への対応（※該当する小項目を■にして下さい。複数選択可。）

· 少子化・高齢化
□　安全・安心
· 地域資源活用・農商工連携
· 地域活性化(集客力向上、ＩＴ化、物流効率化等)
· 創業・人材
□　環境


	
	ⅱ．地域への貢献（※該当する小項目を■にして下さい。複数選択可。）
　　□　被災地への支援
□　その他



	
	ⅲ．地域コミュニティとの連携（※該当する小項目を■にして下さい。複数選択可。）
　　□　被災地への支援
　　□　その他

	④ 事業の概要

	

	⑤ 事業実施予定期間
	平成　年　月　日　　～　平成　年　月　日

	⑥　事業実施場所
	

	⑦事業の実施体制や事業実施に当たっての連携先等 
	

	⑧事業の効果/数値目標等
	

	⑨ 総事業費
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	⑩ 補助対象経費
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	⑪ 国庫補助要望額（消費税を除く）
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	⑫ 自己負担額
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	⑬ 国以外からの補助の有無
	補助の有無 ：　　有　　・　　無（該当する方に○を付けてください）
支援施策名 ： 

支援団体（地方自治体）名 ：

補助金額 ： 　　　　　　　　　円




様式第１－２
経　費　明　細　書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	補助対象経費
	補助事業に要する経費
	補助対象経費
	国庫補助金
	 補助事業に要する経費に係る積算内訳（消費税込み）

	区分
	項　　目
	
	員数・
回数等
	事業金額
	
	
	




	謝金
	専門家謝金
	
	人
	
	
	

	旅費
	専門家旅費
	
	人
	
	
	

	
	役職員旅費
	
	人
	
	
	

	
	小計
	
	人
	
	
	

	庁費
	会議費
	
	―
	
	
	

	
	会場借料
	
	―
	
	
	

	
	会場設営費
	
	―
	
	
	

	
	広報費
	
	―
	
	
	

	
	印刷製本費
	
	―
	
	
	

	
	通信運搬費
	
	―
	
	
	

	
	備品費
	
	―
	
	
	

	
	委託費
	
	―
	
	
	

	
	雑役務費
	
	―
	
	
	

	
	　小　計
	
	―
	
	
	

	その他の経費
	
	―
	
	
	

	謝金・旅費・庁費・その他の経費合計
	
	―
	
	
	

	補助対象外経費
	
	―
	―
	―
	

	　総事業費（合計）
	
	―
	
	
	


※旅費については、様式第１－３の旅費支給明細表を個別ごとに添付。
※事業費総額が１００万円に比して相当額に上る場合、国庫補助金の列は、最も補助金の効果が期待される経費に対して要望額を記入して下さい。
様式第１－３
旅費支給明細
（単位：円）

	氏　　名
	
	住　所
	　　

	出張期間
	自   年  月  日
至   年  月  日
	（日間）
　　
	(夜)
　　
	起点
終点
	　　　　駅より（　　　　　　　経由）
　　　　　　　駅まで

	用　　務
	

	請
求
金
額
の
内
容
	区　　分
	区　　　　　間
	金　　　　　　　額

	
	
	
	片道料金
	往復料金

	
	運賃
	自　　  　　至　　　　　　km
	
	

	
	
	自　　　　　 至　　　　　　km
	
	

	
	船賃
	自　　　　　 至　　　　　　km
	
	

	
	航空賃
	自　　　　　 至　　　　　　km
	
	

	
	特別急行料金
	自　　   　　至　　　　　 km
	
	

	
	
	自　　　　　 至　　　　　　km
	
	

	
	普通急行料金
	自　　　　　 至　　　　　　km
	
	

	
	
	自　　　　　 至　　　　　　km
	
	

	
	指定席料金
	自    　　至         km
	
	

	
	　寝台料金
	自　　　　　 至　　　　　　km
	日分
	

	
	日　　　　　　当
	半日　　　　円　　　1日　     円
	 日分
	

	
	宿泊料
	　　　　　　泊　　　　　　　　　　　円
	泊分
	

	
	合　　　　　　　　　計
	


事業計画で専門家旅費、役職員等旅費がある場合、個別に作成して下さい。
様式第２
番　　　号　
平成　年　月　日
　団体名
代表者名　　　　　　　　　　　　　　殿　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　全国商店街振興組合連合会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 理事長　　　　　　　　　　　　　　印
平成　年度商店街実践活動事業補助金交付決定通知書
　平成　　年　　月　　日付け　　第　 　号をもって申請のありました商店街実践活動事業補助金については、商店街実践活動事業補助金交付規程第６条の規定に基づき、次のとおり交付することに決定したので通知します。
記
１．補助金の交付の対象となる事業並びに補助事業に要する経費の配分及び負担区分は、申請書記載のとおりとします。

２．補助事業に要する経費及び補助金の額は、次のとおりとします。ただし、補助事業の内容が変更された場合における補助事業に要する経費及び補助金の額については、別に通知するところによるものとします。
　　　補助事業に要する経費　　　　　　　　　　　　　円
　　　補助金の額　　　　　　　　　　　　 円

３．補助金の額の確定は、補助対象経費ごとの実支出額又は補助金の額のいずれか低い額の合計額とします。

４．補助事業の内容を変更及び補助事業の全部又は一部を中止し、又は廃止しようとするときは計画変更等の承認を必要とします。
　
５．補助事業者は、交付規程に従わなければなりません。

様式第３
番　　　号
  平成　年　月　日
全国商店街振興組合連合会

　　理事長　　　　　　　　　　　　　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
団体名
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　印　

平成　年度商店街実践活動事業補助金に係る補助事業の

（内容の変更・経費の配分の変更・中止・廃止）承認申請書
　平成　　年　　月　　日付け　　第　　号で交付決定通知のあった上記の補助事業の（内容・経費の配分）を下記のとおり（変更・中止・廃止）したいので、商店街実践活動事業補助金交付規程第８条の規定に基づき承認を申請します。
記
１．（変更・中止・廃止）の理由
２．（変更の内容・中止期間）

（内容又は補助事業に要する経費の配分を変更するときは別紙、様式第３－１「補助事業変更明細書」を添付してください。）

様式第３－１
補助事業変更明細書　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	　補助対象経費

	補助事業に要する経費
	補助対象経費
	国庫
補助金


	補助事業に要する経費に係る

積算内訳

（消費税込み）

	区分
	項　　目
	
	員数・回数
	事業金額
	
	

	
	
	変更前
	変更後
	変更前
	変更後
	変更前
	変更後
	変更前
	変更後
	変更後の積算

	謝金
	専門家謝金
	
	
	人
	人
	
	
	
	
	

	旅費


	専門家旅費
	
	
	人
	人
	
	
	
	
	

	
	役職員等旅費
	
	
	人
	人
	
	
	
	
	

	
	小　　計
	
	
	人
	人
	
	
	
	
	

	庁費
	会場費
	
	
	―
	―
	
	
	
	
	

	
	会場借料
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	会場設営費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	広報費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	印刷製本費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	通信運搬費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	備品費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	委託費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	雑役務費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小　　計
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	その他の経費
	
	
	―
	―
	
	
	
	
	

	謝金・旅費・庁費・その他の経費合計
	
	
	―
	―
	
	
	
	
	

	　補助対象外経費
	
	
	―
	―
	―
	―
	―
	―
	

	　総事業費（合計）
	
	
	―
	―
	
	
	
	
	


経費区分の謝金・旅費・庁費における区分間の経費変更はできません。

旅費については、様式第１－３の旅費支給明細表を個別ごとに添付。

様式第４
番　　　号
平成　年　月　日
全国商店街振興組合連合会

　　　理事長　　　　　　　　　　　　　殿
団体名
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　印　

平成　年度商店街実践活動事業補助金に係る補助事業事故報告書
　平成　　年　　月　　日付け　第　　　号で交付決定通知のあった上記の補助事業について、下記のとおり事故があったので、商店街実践活動事業補助金交付規程第９条の規定に基づき報告します。
記
１．補助事業の進捗状況
２．同上に要した経費
３．事故の内容及び原因
４．事故に対する措置
　　　（注）事故の理由を立証する書類を添付してください。
様式第５
番　　　号
平成　年　月　日
全国商店街振興組合連合会

　　理事長　　　　　　　　　　　　　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
団体名
代表者名　　　　　　　　　　　　　　印　

平成　年度商店街実践活動事業補助金に係る補助事業遂行状況報告書
　平成　　年　　月　　日付け　　第　　　号で交付決定通知のあった上記の補助事業について、商店街実践活動事業補助金交付規程第１０条に基づき、平成　年９月３０日現在における補助事業の遂行状況を別紙のとおり報告します。
別紙　様式第５－１
補助事業遂行状況明細書　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	経　費

の区分
	補助事業に

要する経費
	補助対象経費
	補助金申請額

	
	
	員数・回数
	補助対象額
	

	
	計画

額
	9/30

現在
	計画

額

	9/30現在
	計画

額

	9/30現在
	計画

額
	9/30

現在

	謝　金
	
	
	人
	人
	
	
	
	

	旅　費
	
	
	人
	人
	
	
	
	

	庁　費
	
	
	―
	―
	
	
	
	

	その他の経費
	
	
	―
	―
	
	
	
	

	補助対象外経費
	
	
	―
	―
	
	
	
	

	合　計
	
	
	―
	―
	
	
	
	


様式第６
番　　　号
平成　年　月　日
全国商店街振興組合連合会

　　　理事長　　　　　　　　　　　　　殿
　
団体名
代表者名　　　　　　　　　　　　　　印　

　　
平成　年度商店街実践活動事業補助金に係る補助事業実績報告書
本会は、平成　　年　　月　　日付け　　第　　　号で交付決定通知のあった商店街実践活動事業補助金に係る補助事業を完了しましたので、商店街実践活動事業補助金交付規程第１１条の規定に基づき、別紙のとおりその実績を報告します。
　　

様式第６－１　
事 　業　　報　　告　 書　
	① 事業名
	

	② 事業テーマ
	

	③実施しようとする補助対象事業の事業区分
	ⅰ．社会的課題への対応（※該当する小項目を■にして下さい。複数選択可。）

· 少子化・高齢化
□　安全・安心
· 地域資源活用・農商工連携
· 地域活性化(集客力向上、ＩＴ化、物流効率化等)
· 創業・人材
□　環境



	
	ⅱ．地域への貢献（※該当する小項目を■にして下さい。複数選択可。）
　　□　被災地への支援
· その他

	
	ⅲ．地域コミュニティとの連携（※該当する小項目を■にして下さい。複数選択可。）
　　□　被災地への支援
　　□　その他

	④事業概要
	

	⑤事業実施期間
	平成　年　月　日　～平成　年　月　日

	⑥事業実施場所
	

	⑦事業の実施体制や事業実施に当たっての連携先等
	

	⑧ 事業の効果/数値目標等
	

	⑨
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	⑩ 補助対象経費
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	⑪ 国庫補助額（消費税を除く）
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	⑫ 自己負担額
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	⑬ 国以外からの補助の有無
	補助の有無 ：　　有　　・　　無
支援施策名 ： 

支援団体（地方自治体）名 ：

補助金額 ： 　　　　　　　　　円


様式第６－２
経　費　明　細　書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	補助対象経費
	補助事業に要する経費
	補助対象経費
	国庫補助金
	補助事業に要する経費
に係る実績内訳
（消費税込み）

	区分
	項　　目
	
	員数・回数等
	事業金額
	
	
	




	謝金
	専門家謝金
	
	人
	
	
	

	旅費
	専門家旅費
	
	人
	
	
	

	
	役職員旅費
	
	人
	
	
	

	
	小　　計
	
	人
	
	
	

	庁費
	会議費
	
	―
	
	
	

	
	会場借料
	
	―
	
	
	

	
	会場設営費
	
	―
	
	
	

	
	広報費
	
	―
	
	
	

	
	印刷製本費
	
	―
	
	
	

	
	通信運搬費
	
	―
	
	
	

	
	備品費
	
	―
	
	
	

	
	委託費
	
	―
	
	
	

	
	雑役務費
	
	―
	
	
	

	
	小　　計
	
	―
	
	
	

	その他の経費
	
	―
	
	
	

	謝金・旅費・庁費・その他の経費合計
	
	―
	
	
	

	　補助対象外経費
	
	―
	―
	―
	

	　総事業費（合計）
	
	―
	
	
	


旅費については、様式第１－３５の旅費支給明細表を個別ごとに添付。

様式第６－３
旅　費　請　求（領収）書

（単位：円）

	商店街振興組合理事長　殿
	請求者
氏　名
	

	請求金額
	
	出　張
期　間
	 eq \o\ad(自年月日,　　　　　　　)
 eq \o\ad(至年月日,　　　　　　　)
	（日間）
　
	（夜）
　　

	出　張　先
および用務
	

	請
求
金
額
の
内
容
	区　　分
	区　　　　　間
	金　　　　　　　額

	
	
	
	片道料金
	往復料金

	
	 eq \o\ad(運賃,　　　　　　)
	 自　　　　　至　　　　　km
	
	

	
	
	 自　　　　　至　　　　　km
	
	

	
	 eq \o\ad(船賃,　　　　　　)
	 自　　　　　至　　　　　km
	
	

	
	 eq \o\ad(航空賃,　　　　　　)
	 自　　　　　至　　　　　km
	
	

	
	特別急行料金
	 自　　　　　至　　　　　km
	
	

	
	
	 自　　　　　至　　　　　km
	
	

	
	普通急行料金
	 自　　　　　至　　　　　km
	
	

	
	
	 自　　　　　至　　　　　km
	
	

	
	 eq \o\ad(指定席料金,　　　　　　)
	 自　　　　　至　　　　　km
	
	

	
	 eq \o\ad(寝台料金,　　　　　　)
	 自　　　　　至　　　　　km
	日分
	

	
	 eq \o\ad(日当,　　　　　　)
	半日　　　円　 1日　　　円
	日分
	

	
	 eq \o\ad(宿泊料,　　　　　　)
	　　　　1泊　　　　　　　円
	泊分
	

	
	合　　　　　　　　　計
	

	
	所得税源泉控除額１０％
	

	　差引受取額
	

	　　　上記請求金額正に領収いたしました。

	　　　　　平成　　年　　月　　日
　　　　　　　　　

	 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　   　　(印)　　　　

	


様式第７
番　　　号
　平成　年　月　日
全国商店街振興組合連合会

　　理事長　　　　　　　　　　　　　殿
団体名
代表者名　　　　　　　　　　　　　　印　

平成　年度商店街実践活動事業補助金に係る精算払請求書
　 平成　　年　　月　　日付け　　第　　号をもって交付決定通知があった上記補助金について、商店街実践活動事業補助金交付規程第１３条の規定に基づき、下記のとおり請求します。
記
１．確定額　    　　　　　　　　　　　　円
２．概算払受領済額　　　　　　　　　　　　　　　　円
３．請求額    　　　　　　　　　　　　　円
（振込先）

	ふりがな
	

	金融機関名

及び支店名
	

	預金種別
	　普通　　・　　当座

	口座番号
	

	ふりがな
	

	口座名義
	


様式第８
取得財産等管理台帳
	区分
	財産名
	規格
	数量
	単価

円
	金額

円
	取得年月日
	耐用
年数
	保管
場所
	補助率
	備　考

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（注）　１．対象となる取得財産等は、取得価格又は効用の増加価格が商店街実践活動事業補助金交付規程第１７条第１項に定める処分制限額以上の財産とします。
２．財産名の区分は、（ア）事務用備品、（イ）事業用備品、（ウ）書籍、資料、図面類、（エ）無体財産権（工業所有権等）、（オ）その他の物件（不動産及びその従物）とします。
３．数量は、同一規格等であれば一括して記載して差し支えありません。単価が異なる場合は分割して記載してください。
４．取得年月日は、検収年月日を記載してください。
様式第９
　　　　　　　　　　       　取得財産等管理明細表（平成　　年度）
	区分
	財産名
	規格
	数量
	単価

円
	金額

円
	取得年月日
	耐用
年数
	保管
場所
	補助率
	備　考

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（注）　１．対象となる取得財産等は、取得価格又は効用の増加価格が商店街実践活動事業補助金交付規程第１７条第１項に定める処分制限額以上の財産とします。
２．財産名の区分は、（ア）事務用備品、（イ）事業用備品、（ウ）書籍、資料、図面類、（エ）無体財産権（工業所有権等）、（オ）その他の物件（不動産及びその従物）とします。
３．数量は、同一規格等であれば一括して記載して差し支えありません。単価が異なる場合は分割して記載してください。
４．取得年月日は、検収年月日を記載してください。
様式第１０
番　　　号
平成　年　月　日
全国商店街振興組合連合会

　 　理事長　　　　　　　　　　　　　殿
団体名
代表者名　　　　　　　　　　　　　　印　

　　　　　　　
取 得 財 産 の 処 分 承 認 申 請 書
　平成　　年度商店街実践活動事業補助金事業により取得した財産を、下記のとおり処分したいので承認をお願いします。
記
１．品目及び取得年月日
２．取得価格及び時価
３．処分の方法
４．処分の理由
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